
 
 
 
 
 
 
 
  

司法試験・予備試験短答過去問題集 

 民法①セレクション  

第 1 編 総則  
 

飯田さんの司法試験・予備試験の勉強部屋 
 

・解答ページの右上の問題番号（MN0000）に解説の YouTube

動画のリンクが貼っていますので活用ください。 

・勉強部屋の YouTube のチャンネル登録のご協力をお願いし

ます。 

・データの加工はあくまで個人利用の範囲でお願いします。 

（HP はこちらから） 



 
 
 

H30-01 胎児 
胎児に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わせた 

ものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．胎児を受贈者として死因贈与をすることはできない。 

イ．胎児を受遺者として遺贈をすることはできない。 

ウ．胎児の父は，胎児の母の承諾を得ても，胎児を認知することはできない。 

エ．胎児の母は，胎児を代理して認知の訴えを提起することはできない。 

オ．胎児のときに不法行為を受けた者は，出生前にその父母が胎児を代理して加害者とした和解 

に拘束される。 

  

１．ア ウ  ２．ア エ  ３．イ ウ  ４．イ オ  ５．エ オ 

MN0020 A 



〇

https://youtu.be/42tEmvA1YqM


 
 
 

H28-01 未成年者 
未成年者に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後 

記１から５までのうちどれか。なお，本問では，婚姻による成年擬制を考慮する必要はない。 

  

ア．未成年者は，養親となることができない。 

イ．１５歳に達した未成年者は，遺言の証人となることができる。 

ウ．一種又は数種の営業を許された未成年者は，その営業に関しては，成年者と同一の行為能 

力を有する。 

エ．未成年者は，法定代理人の同意を得ずにした法律行為を単独で取り消すことができる。 

オ．未成年者は，代理人となることができない。 

  

１．ア ウ  ２．ア オ   ３．イ エ  ４．イ オ  ５．ウ エ 

MN0050 A 



 
 
 

H24-01 行為能力 
行為能力に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１ 

から５までのうちどれか。 

  

ア．精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分である者は，自ら補助開始の審判を請求す 

ることができない。 

イ．成年被後見人が認知をする場合，成年後見人の同意は不要である。 

ウ．保佐人の同意を得なければならない行為について，被保佐人の利益を害するおそれがないに 

もかかわらず保佐人が同意をしないとき，被保佐人は，家庭裁判所に対し，保佐人の同意に代 

わる許可を請求することができる。 

エ．被補助人について後見開始の審判をする場合，家庭裁判所は，その者に係る補助開始の審判 

を取り消さずに後見開始の審判をすることができる。 

オ．精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分である者について，家庭裁判所は，同意権 

も代理権も付与されない補助人を選任することができる。 

  

１．ア ウ  ２．ア エ  ３．イ ウ  ４．イ オ  ５．エ オ 

MN0110 A 



https://youtu.be/0lJ44wMxaWo


 
 
 

H29-02 被保佐人 
被保佐人Ａが保佐人の同意又はこれに代わる家庭裁判所の許可を得ずにＢに対してＡ所有の甲土 

地を売り渡したことを前提として，当該売買契約の効力に関する次のアからオまでの各記述のう 

ち誤っているものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．ＢがＡの保佐人に対し当該売買契約を追認するかどうか確答することを１か月の期間を定 

めて催告した場合において，保佐監督人があるときは，保佐人が保佐監督人の同意を得てそ 

の期間内に追認の確答を発しなければ，当該売買契約を取り消したものとみなされる。 

イ．ＢがＡに対し当該売買契約について保佐人の追認を得ることを１か月の期間を定めて催告 

した場合において，Ａがその期間内にその追認を得た旨の通知を発しないときは，当該売買 

契約を取り消したものとみなされる。 

ウ．Ａが行為能力者となった後に，ＢがＡに対し当該売買契約を追認するかどうか確答するこ 

とを１か月の期間を定めて催告した場合において，Ａがその期間内に確答を発しないときは, 

当該売買契約を追認したものとみなされる。 

エ．Ａが行為能力者となった後に，ＡがＢから甲土地の所有権移転登記手続の請求を受けたと 

きは，当該売買契約を追認したものとみなされる。 

オ．Ａが行為能力者となった後に，Ａが甲土地の売買代金債権を他人に譲渡したときは，当該 

売買契約を追認したものとみなされる。 

  

１．ア エ  ２．ア オ  ３．イ ウ  ４．イ エ  ５．ウ オ 

MN0150 A 



 
 
 

H29-02 被保佐人 
被保佐人Ａが保佐人の同意又はこれに代わる家庭裁判所の許可を得ずにＢに対してＡ所有の甲土 

地を売り渡したことを前提として，当該売買契約の効力に関する次のアからオまでの各記述のう 

ち誤っているものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．ＢがＡの保佐人に対し当該売買契約を追認するかどうか確答することを１か月の期間を定 

めて催告した場合において，保佐監督人があるときは，保佐人が保佐監督人の同意を得てそ 

の期間内に追認の確答を発しなければ，当該売買契約を取り消したものとみなされる。 

イ．ＢがＡに対し当該売買契約について保佐人の追認を得ることを１か月の期間を定めて催告 

した場合において，Ａがその期間内にその追認を得た旨の通知を発しないときは，当該売買 

契約を取り消したものとみなされる。 

ウ．Ａが行為能力者となった後に，ＢがＡに対し当該売買契約を追認するかどうか確答するこ 

とを１か月の期間を定めて催告した場合において，Ａがその期間内に確答を発しないときは, 

当該売買契約を追認したものとみなされる。 

エ．Ａが行為能力者となった後に，ＡがＢから甲土地の所有権移転登記手続の請求を受けたと 

きは，当該売買契約を追認したものとみなされる。 

オ．Ａが行為能力者となった後に，Ａが甲土地の売買代金債権を他人に譲渡したときは，当該 

売買契約を追認したものとみなされる。 

  

１．ア エ  ２．ア オ  ３．イ ウ  ４．イ エ  ５．ウ オ 

MN0150 A 

https://youtu.be/oyQXgajDa_c


 
 
 

R01-01K 制限行為能力者 
制限行為能力者の行為であることを理由とする取消しに関する次のアからオまでの各記述のうち， 

誤っているものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．未成年者がした売買契約は，親権者の同意を得ないでした場合であっても，その契約が日常 

生活に関するものであるときは，取り消すことができない。 

イ．成年被後見人がした売買契約は，成年後見人の同意を得てした場合であっても，その契約が 

日常生活に関するものであるときを除き，取り消すことができる。 

ウ．被保佐人がした保証契約は，保佐人の同意を得てした場合には，取り消すことができない。 

エ．被補助人が，補助人の同意を得なければならない行為を，その同意又はこれに代わる家庭裁 

判所の許可を得ないでしたときは，その行為は取り消すことができる。 

オ．成年被後見人の行為であることを理由とする取消権の消滅時効の起算点は，成年被後見人が 

行為能力者となった時である。 

  

１．ア イ  ２．ア オ  ３．イ ウ  ４．ウ エ  ５．エ オ 

MN0160 A 



 
 
 

R01-01K 制限行為能力者 
制限行為能力者の行為であることを理由とする取消しに関する次のアからオまでの各記述のうち， 

誤っているものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．未成年者がした売買契約は，親権者の同意を得ないでした場合であっても，その契約が日常 

生活に関するものであるときは，取り消すことができない。 

イ．成年被後見人がした売買契約は，成年後見人の同意を得てした場合であっても，その契約が 

日常生活に関するものであるときを除き，取り消すことができる。 

ウ．被保佐人がした保証契約は，保佐人の同意を得てした場合には，取り消すことができない。 

エ．被補助人が，補助人の同意を得なければならない行為を，その同意又はこれに代わる家庭裁 

判所の許可を得ないでしたときは，その行為は取り消すことができる。 

オ．成年被後見人の行為であることを理由とする取消権の消滅時効の起算点は，成年被後見人が 

行為能力者となった時である。 

  

１．ア イ  ２．ア オ  ３．イ ウ  ４．ウ エ  ５．エ オ 

MN0160 A 

https://youtu.be/FudBZYYBDIo


 
 
 

R02-01 補助 
補助に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１から５

までのうちどれか。  

  

ア．家庭裁判所は，精神上の障害により事理を弁識する能力が著しく不十分であり保佐開始の 

原因がある者についても，補助開始の審判をすることができる。 

イ．本人以外の者の請求により補助開始の審判をするには，家庭裁判所が相当と認める場合を 

除き，本人の同意がなければならない。 

ウ．補助開始の原因が消滅したときは，家庭裁判所は，職権で補助開始の審判を取り消すこと 

ができる。 

エ．補助人の同意を得なければならない行為について，補助人が被補助人の利益を害するおそ 

れがないにもかかわらず同意をしないときは，家庭裁判所は，被補助人の請求により，補助 

人の同意に代わる許可を与えることができる。 

オ．家庭裁判所が特定の法律行為について補助人に代理権を付与する旨の審判をした場合であ 

っても，被補助人は，その法律行為を自らすることができる。 

  

１．ア イ  ２．ア オ  ３．イ ウ  ４．ウ エ  ５．エ オ 

MN0161 B 



https://youtu.be/FEY8Q8Tvmf4


 
 
 

R01-02 不在者管理人 
Ａがその財産の管理人を置かないで行方不明となったことから，家庭裁判所は，Ｂを不在者Ａの 

財産の管理人として選任した。この事例に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているも 

のを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．Ａが甲土地を所有している場合，ＢがＡを代理して甲土地をＣに売却するためには，家庭裁 

判所の許可を得る必要がある。 

イ．Ａが所有する現金が発見された場合，ＢがＡを代理してその現金をＤ銀行のＡ名義普通預金 

口座に預け入れるためには，家庭裁判所の許可を得る必要はない。 

ウ．ＡがＥに対して借入金債務を負っており，その債務が弁済期にある場合，ＢがＡのためにＥ 

に対しその債務の弁済をするためには，家庭裁判所の許可を得る必要はない。 

エ．Ａが被相続人Ｆの共同相続人の一人である場合，ＢがＡを代理してＦの他の共同相続人との 

間でＦの遺産について協議による遺産分割をするためには，家庭裁判所の許可を得る必要はな 

い。 

オ．Ａに子Ｇがいる場合，ＢがＡを代理してＧに対し結婚資金を贈与するためには，家庭裁判所 

の許可を得る必要はない。 

  

１．ア ウ  ２．ア エ  ３．イ ウ  ４．イ オ  ５．エ オ 

MN0180 A 



https://youtu.be/YF-VQUCxPz4


 
 
 

R03-01K 失踪宣告 
失踪宣告に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わ 

せたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．不在者の推定相続人は，家庭裁判所に失踪宣告の請求をすることができる。 

イ．死亡の原因となるべき危難に遭遇した者の生死が，その危難が去った後１年間明らかでない 

ことを理由として失踪宣告がされた場合には，失踪宣告を受けた者は，その危難が去った時に 

死亡したものとみなされる。 

ウ．失踪宣告を受けて死亡したものとみなされたＡから甲土地を相続したＢが，Ｃに甲土地を売 

却した後に，Ａの失踪宣告が取り消された。この場合において，ＣがＡの生存につき善意であ 

ったときは，Ｂがこれにつき悪意であったとしても，その取消しは，ＢＣ間の売買契約による 

甲土地の所有権の移転に影響を及ぼさない。 

エ．失踪宣告が取り消された場合，失踪宣告によって財産を得た者は，失踪者の生存につき善意 

であっても，財産を得ることによって受けた利益の全額を失踪者に返還しなければならない。 

オ．失踪宣告を受けて死亡したものとみなされたＡが，失踪宣告が取り消される前に，Ｂから甲 

土地を買い受けた場合，この売買契約は，失踪宣告がされたことにつきＢが善意であるときに 

限り効力を有する。 

  

１．ア イ  ２．ア エ  ３．イ オ  ４．ウ エ  ５．ウ オ 

MN0191 A 



https://youtu.be/K2lw1T0vGpU


 
 
 

R02-02 法人 
法人に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わせた 

ものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．法人は，その定款に記載された目的に含まれない行為であっても，その目的遂行に必要な 

行為については，権利能力を有する。 

イ．理事が法人の機関として不法行為を行い，法人が不法行為責任を負う場合には，その理事 

は，個人として不法行為責任を負うことはない。 

ウ．法人の代表者が職務権限外の取引行為をし，当該行為が外形的に当該法人の職務行為に属 

すると認められる場合であっても，相手方がその職務行為に属さないことを知っていたとき 

は，法人は，代表者の当該行為に基づいて相手方に生じた損害の賠償責任を負わない。 

エ．外国人が享有することのできない権利であっても，認許された外国法人は，日本において 

成立する同種の法人と同様に，その権利を取得することができる。 

オ．設立登記が成立要件となっている法人について，設立登記がされていなくても，法人とし 

ての活動の実態がある場合には，予定されている定款の目的の範囲内での権利能力が認めら 

れる。 

  

１．ア ウ  ２．ア オ  ３．イ ウ  ４．イ エ  ５．エ オ 

MN0231 B 



https://youtu.be/htiYK_fUpXw


 
 
 

H28-03K 意思表示 
意思表示に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後 

記１から５までのうちどれか。 

   

ア．成年被後見人であるＡがＢから日用品を買い受けた場合，Ａが成年被後見人であることをＢ 

が知らなかったとしても，Ａの成年後見人Ｃは，当該日用品の売買契約を取り消すことができ 

る。 

イ．ＡがＢから契約解除の意思表示を受けた時にＡが成年被後見人であった場合，Ａの成年後見 

人ＣがＢの契約解除の意思表示を知るまで，当該契約解除の効力は生じない。 

ウ．ＡがＢに対し契約申込みの通知を発した後，Ａが行為能力を喪失した場合，Ｂがその 

事実を知っていたとしても，当該契約申込みの効力は生じる。（問改） 

エ．ＡがＢに対し契約解除の通知を発した後，Ａが行為能力を喪失した場合，Ｂがその事 

実を知っていたとしても，当該契約解除の効力は生じる。（問改） 

オ．ＡがＢに対し契約承諾の通知を発した後，Ａが行為能力を喪失した場合，Ｂがその事 

実を知っていたとしても，当該契約は成立する。（問改） 

  

１．ア イ  ２．ア ウ  ３．イ エ  ４．ウ オ  ５．エ オ 

MN0340 A 



https://youtu.be/daZPwd9zEmQ


 
 
 

R03-02 意思表示 
意思表示に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み 

合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．表意者がその真意ではないことを知って意思表示をした場合において，相手方が，表意者の 

真意を具体的に知らなくても，その意思表示が表意者の真意ではないことを知り，又は知るこ 

とができたときは，その意思表示は無効である。 

イ．表意者の意思表示がその真意ではないことを理由として無効とされた場合において，その無 

効は，善意であるが過失がある第三者に対抗することができる。 

ウ．相手方と通じてした虚偽の意思表示の無効は，第三者がその表示の目的につき法律上の利害 

関係を有するに至った時に善意であれば，その後悪意になったとしても，その第三者に対抗す 

ることができない。 

エ．相手方に対する意思表示について第三者が詐欺を行った場合，相手方がその事実を知らなか 

ったとしても，それを知ることができたときは，表意者は，その意思表示を取り消すことがで 

きる。 

オ．強迫による意思表示の取消しは，善意でかつ過失がない第三者に対抗することができない。 

  

１．ア ウ  ２．ア エ  ３．イ ウ  ４．イ オ  ５．エ オ 

MN0351 A 



https://youtu.be/WnEYOsbAya4


 
 
 

R03-03K 解除の意思表示 
ＡのＢに対する契約の解除の意思表示に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているも 

のを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．Ａが未成年者であるＢに対して契約を解除する旨の通知書を発送したところ，Ｂがその通知 

書を受け取り，Ｂの法定代理人がその解除の意思表示を知るに至った。この場合，Ａは，その 

意思表示をもってＢに対抗することができる。 

イ．Ａは，Ｂに対して契約を解除する旨の通知書を何度も発送したが，Ｂは，正当な理由なく， 

その受取を拒んだ。この場合，Ａがした解除の意思表示は，到達したものとみなされる。 

ウ．Ａは，Ｂに対して契約を解除する旨の通知書を発送した後に死亡し，その後，その通知書が 

Ｂのもとに到達した。この場合，Ａがした解除の意思表示は，その効力を妨げられない。 

エ．Ａは，Ｂに対して契約を解除する旨の通知を電子メールで発信したが，通信システムの不具 

合によりその通知はＢに到達しなかった。この場合，Ａがした解除の意思表示は，その効力を 

生ずる。 

オ．Ａは，Ｂに対して契約を解除する旨の通知書を発送しようとしたが，Ｂの所在を知らず，公 

示の方法によって解除の意思表示をした。この場合，Ｂの所在を知らないことについてＡに過 

失があったとしても，Ａがした解除の意思表示は，その効力を生ずる。 

  

１．ア イ  ２．ア ウ  ３．イ エ  ４．ウ オ  ５．エ オ 

MN0352 A 



https://youtu.be/2siCDZX8rEQ


 
 
 
 

H29-04 虚偽表示 
虚偽表示に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み 

合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．甲土地を所有するＡがＢと通謀して甲土地をＢに仮装譲渡し，ＡからＢへの所有権移転登 

記がされた後，Ｂの債権者Ｃが甲土地を差し押さえた場合において，その差押えの時にＣが 

仮装譲渡について善意であったときは，Ａは，Ｃに対し，Ｂへの譲渡が無効であることを主 

張することができない。 

イ．甲土地を所有するＡがＢと通謀して甲土地をＢに仮装譲渡した後に，ＣがＢとの間で甲土 

地についてＣを予約者とする売買予約を締結した場合，仮装譲渡についてＣが予約成立の時 

に善意であっても，予約完結権行使の時に悪意であれば，Ｃは，Ａに対し，甲土地の所有権 

を主張することができない。 

ウ．甲土地を所有するＡがＢと通謀して甲土地にＢのための抵当権設定を仮装した後，その抵 

当権設定が仮装であることについて善意のＣがＢから転抵当権の設定を受け，その旨の登記 

がされた場合には，Ａは，Ｃに対し，原抵当権の設定が無効であることを主張することがで 

きない。 

エ．甲土地を所有するＡがＢと通謀して甲土地をＢに仮装譲渡し，ＡからＢへの所有権移転登 

記がされた後に，Ｂが死亡した場合において，Ｂが死亡した時にＢの相続人であるＣが仮装 

譲渡について善意であったときは，Ａは，Ｃに対し，甲土地の所有権を主張することができ 

ない。 

オ．甲土地を所有するＡがＢと通謀して甲土地をＢに仮装譲渡し，ＡからＢへの所有権移転登 

記がされた後に，ＢがＣに甲土地を譲渡し，さらに，ＣがＤに甲土地を譲渡した場合におい 

て，Ｃが仮装譲渡について悪意であったときは，Ｄが仮装譲渡について善意であったとして 

も，Ａは，Ｄに対し，甲土地の所有権を主張することができる。 

  

１．ア イ  ２．ア エ  ３．イ ウ  ４．ウ オ  ５．エ オ 

MN0370 A 



 
 
 
 

H29-04 虚偽表示 
虚偽表示に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み 

合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．甲土地を所有するＡがＢと通謀して甲土地をＢに仮装譲渡し，ＡからＢへの所有権移転登 

記がされた後，Ｂの債権者Ｃが甲土地を差し押さえた場合において，その差押えの時にＣが 

仮装譲渡について善意であったときは，Ａは，Ｃに対し，Ｂへの譲渡が無効であることを主 

張することができない。 

イ．甲土地を所有するＡがＢと通謀して甲土地をＢに仮装譲渡した後に，ＣがＢとの間で甲土 

地についてＣを予約者とする売買予約を締結した場合，仮装譲渡についてＣが予約成立の時 

に善意であっても，予約完結権行使の時に悪意であれば，Ｃは，Ａに対し，甲土地の所有権 

を主張することができない。 

ウ．甲土地を所有するＡがＢと通謀して甲土地にＢのための抵当権設定を仮装した後，その抵 

当権設定が仮装であることについて善意のＣがＢから転抵当権の設定を受け，その旨の登記 

がされた場合には，Ａは，Ｃに対し，原抵当権の設定が無効であることを主張することがで 

きない。 

エ．甲土地を所有するＡがＢと通謀して甲土地をＢに仮装譲渡し，ＡからＢへの所有権移転登 

記がされた後に，Ｂが死亡した場合において，Ｂが死亡した時にＢの相続人であるＣが仮装 

譲渡について善意であったときは，Ａは，Ｃに対し，甲土地の所有権を主張することができ 

ない。 

オ．甲土地を所有するＡがＢと通謀して甲土地をＢに仮装譲渡し，ＡからＢへの所有権移転登 

記がされた後に，ＢがＣに甲土地を譲渡し，さらに，ＣがＤに甲土地を譲渡した場合におい 

て，Ｃが仮装譲渡について悪意であったときは，Ｄが仮装譲渡について善意であったとして 

も，Ａは，Ｄに対し，甲土地の所有権を主張することができる。 

  

１．ア イ  ２．ア エ  ３．イ ウ  ４．ウ オ  ５．エ オ 

MN0370 A 

https://youtu.be/HHaLmrplp8c


 
 
 

R02-03K 錯誤 
錯誤に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１から 

５までのうちどれか。 

  

ア．錯誤を理由とする意思表示の取消しの可否について，錯誤の重要性は，表意者を基準とし 

て判断される。 

イ．ＡのＢに対する意思表示がＡの錯誤を理由として取り消すことができるものである場合， 

Ｂも，Ａの錯誤を理由としてＡの意思表示を取り消すことができる。 

ウ．負担のない贈与について贈与者であるＡの錯誤を理由とする取消しがされたが，受贈者で 

あるＢが既に当該贈与契約に基づいて給付を受けていた場合，Ｂは，給付を受けた時に当該 

贈与契約が取り消すことができるものであることを知らなかったときは，現に利益を受けて 

いる限度において返還の義務を負う。 

エ．ＡのＢに対する意思表示が錯誤を理由として取り消された場合，Ａは，その取消し前に利 

害関係を有するに至った善意無過失のＣに，その取消しを対抗することができない。 

オ．ＡのＢに対する意思表示が錯誤に基づくものであって，その錯誤がＡの重大な過失による 

ものであった場合，Ａは，ＢがＡに錯誤があることを知り，又は重大な過失によって知らな 

かったときを除いて，錯誤を理由としてその意思表示を取り消すことができない。 

  

１．ア イ  ２．ア オ  ３．イ ウ  ４．ウ エ  ５．エ オ 

MN0411 A 



〇

https://youtu.be/vsPQs1KiBgc


 
 
 
 

H30-03 意思表示 
意思表示に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わ 

せたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．土地の仮装譲受人が当該土地上に建物を建築してこれを他人に賃貸した場合，その建物賃借 

人は，民法第９４条第２項の「第三者」に当たらない。 

イ．強迫による意思表示の取消しが認められるためには，表意者が，畏怖の結果，完全に意思の 

自由を失ったことを要する。 

ウ．Ａを欺罔してその農地を買い受けたＢが，農地法上の許可を停止条件とする所有権移転の仮 

登記を得た上で，当該売買契約上の権利をＣに譲渡して当該仮登記移転の付記登記をした場合 

には，Ｃは民法第９６条第３項の「第三者」に当たる。 

エ．協議離婚に伴う財産分与契約において，分与者は，自己に譲渡所得税が課されることを知ら 

ず，課税されないとの理解を当然の前提とし，かつ，その旨を黙示的に表示していた場合であ 

っても，財産分与契約について錯誤による取消しをすることはできない。（問改） 

オ．特定の意思表示が記載された内容証明郵便が受取人不在のために配達することができず，留 

置期間の経過により差出人に還付された場合，受取人がその内容を十分に推知することができ， 

受領も困難でなかったとしても，当該意思表示が受取人に到達したものと認められることはな 

い。 

１．ア イ  ２．ア ウ  ３．イ オ  ４．ウ エ  ５．エ オ 

  

（参照条文）民法 

（虚偽表示） 

第９４条 （略） 

２ 前項の規定による意思表示の無効は，善意の第三者に対抗することができない。 

（詐欺又は強迫） 

第９６条 １，２（略） 

３ 前二項の規定による詐欺による意思表示の取消しは，善意でかつ過失のない第三者に対抗する

ことができない。（改） 

MN0450 A 



 
 
 
 

H30-03 意思表示 
意思表示に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わ 

せたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．土地の仮装譲受人が当該土地上に建物を建築してこれを他人に賃貸した場合，その建物賃借 

人は，民法第９４条第２項の「第三者」に当たらない。 

イ．強迫による意思表示の取消しが認められるためには，表意者が，畏怖の結果，完全に意思の 

自由を失ったことを要する。 

ウ．Ａを欺罔してその農地を買い受けたＢが，農地法上の許可を停止条件とする所有権移転の仮 

登記を得た上で，当該売買契約上の権利をＣに譲渡して当該仮登記移転の付記登記をした場合 

には，Ｃは民法第９６条第３項の「第三者」に当たる。 

エ．協議離婚に伴う財産分与契約において，分与者は，自己に譲渡所得税が課されることを知ら 

ず，課税されないとの理解を当然の前提とし，かつ，その旨を黙示的に表示していた場合であ 

っても，財産分与契約について錯誤による取消しをすることはできない。（問改） 

オ．特定の意思表示が記載された内容証明郵便が受取人不在のために配達することができず，留 

置期間の経過により差出人に還付された場合，受取人がその内容を十分に推知することができ， 

受領も困難でなかったとしても，当該意思表示が受取人に到達したものと認められることはな 

い。 

１．ア イ  ２．ア ウ  ３．イ オ  ４．ウ エ  ５．エ オ 

  

（参照条文）民法 

（虚偽表示） 

第９４条 （略） 

２ 前項の規定による意思表示の無効は，善意の第三者に対抗することができない。 

（詐欺又は強迫） 

第９６条 １，２（略） 

３ 前二項の規定による詐欺による意思表示の取消しは，善意で過失のない第三者に対抗すること

ができない。（改） 

MN0450 A 

https://youtu.be/KT0pGdAazvo


 
 
 

H30-04K 代理 
任意代理に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後 

記１から５までのうちどれか。 

  

ア．特定の法律行為をすることを委託された代理人がその行為をした場合，本人は，自ら過失に 

よって知らなかった事情について代理人が過失なく知らなかったことを主張することができない。 

（問改） 

イ．権限の定めのない代理人は，保存行為をする権限のみを有する。 

ウ．代理人が相手方と通謀して売買契約の締結を仮装した場合，相手方は，本人がその通謀虚偽 

表示を知っていたか否かにかかわらず，当該売買契約の無効を主張することができる。 

エ．代理人が保佐開始の審判を受けたときは，代理権は消滅する。 

オ．代理人が相手方と売買契約を締結した後，その代理人が制限行為能力者であったことが判明 

した場合であっても，本人は当該売買契約を行為能力の制限によって取り消すことができない。 

  

１．ア イ  ２．ア オ  ３．イ エ  ４．ウ エ  ５．ウ オ 

MN0490 A 



 
 
 

H30-04K 代理 
任意代理に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後 

記１から５までのうちどれか。 

  

ア．特定の法律行為をすることを委託された代理人がその行為をした場合，本人は，自ら過失に 

よって知らなかった事情について代理人が過失なく知らなかったことを主張することができない。 

（問改） 

イ．権限の定めのない代理人は，保存行為をする権限のみを有する。 

ウ．代理人が相手方と通謀して売買契約の締結を仮装した場合，相手方は，本人がその通謀虚偽 

表示を知っていたか否かにかかわらず，当該売買契約の無効を主張することができる。 

エ．代理人が保佐開始の審判を受けたときは，代理権は消滅する。 

オ．代理人が相手方と売買契約を締結した後，その代理人が制限行為能力者であったことが判明 

した場合であっても，本人は当該売買契約を行為能力の制限によって取り消すことができない。 

  

１．ア イ  ２．ア オ  ３．イ エ  ４．ウ エ  ５．ウ オ 

MN0490 A 

https://youtu.be/Bzi5icRNkrk


 
 
 

R01-03 代理 
代理に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わせた 

ものは，後記１から５までのうちどれか。  

  

ア．Ａの代理人Ｂがその代理権の範囲内でＡのためにすることを示さずにＣと契約を締結した場 

合，Ｃにおいて，ＢがＡのために契約を締結することを知っていたのでなければ，ＡＣ間に契 

約の効力が生じることはない。 

イ．Ａは，Ｂ及びＣからあらかじめ許諾を得た場合，Ｂ及びＣの双方を代理してＢＣ間の契約を 

締結することができる。 

ウ．委任による代理人が本人の指名に従って復代理人を選任した場合，代理人は，選任時に復代 

理人が不適任であることを知っていたとしても，本人に対して復代理人の選任についての責任 

を負うことはない。 

エ．法定代理人がやむを得ない事由があるために復代理人を選任した場合，代理人は，本人に対 

して復代理人の選任及び監督についての責任のみを負う。 

オ．無権代理人は，本人の追認を得られなかったとしても，自己に代理権があると過失なく信じ 

て行為をしたときは，相手方に対して履行又は損害賠償の責任を負わない。 

  

１．ア イ  ２．ア オ  ３．イ エ  ４．ウ エ  ５．ウ オ 

MN0500 B 



 
 
 

R01-03 代理 
代理に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わせた 

ものは，後記１から５までのうちどれか。  

  

ア．Ａの代理人Ｂがその代理権の範囲内でＡのためにすることを示さずにＣと契約を締結した場 

合，Ｃにおいて，ＢがＡのために契約を締結することを知っていたのでなければ，ＡＣ間に契 

約の効力が生じることはない。 

イ．Ａは，Ｂ及びＣからあらかじめ許諾を得た場合，Ｂ及びＣの双方を代理してＢＣ間の契約を 

締結することができる。 

ウ．委任による代理人が本人の指名に従って復代理人を選任した場合，代理人は，選任時に復代 

理人が不適任であることを知っていたとしても，本人に対して復代理人の選任についての責任 

を負うことはない。 

エ．法定代理人がやむを得ない事由があるために復代理人を選任した場合，代理人は，本人に対 

して復代理人の選任及び監督についての責任のみを負う。 

オ．無権代理人は，本人の追認を得られなかったとしても，自己に代理権があると過失なく信じ 

て行為をしたときは，相手方に対して履行又は損害賠償の責任を負わない。 

  

１．ア イ  ２．ア オ  ３．イ エ  ４．ウ エ  ５．ウ オ 

MN0500 B 

https://youtu.be/cCwtVASFm0M


 
 
 

H26-03 代理人の権限 
代理人の権限に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを 

組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．売買契約を締結する権限を与えられて代理人となった者は，相手方からその売買契約を取り 

消す旨の意思表示を受ける権限を有する。 

イ．成年被後見人が日常生活に関する行為をすることができる場合，成年後見人は，成年被後見 

人の日常生活に関する法律行為について成年被後見人を代理することはできない。 

ウ．家庭裁判所が選任した不在者の財産の管理人は，不在者を被告とする土地明渡請求訴訟の第 

一審において不在者が敗訴した場合，家庭裁判所の許可を得ないで控訴をすることができる。 

エ．委任による代理人は，本人の許諾を得たときのほか，やむを得ない事由があるときにも，復 

代理人を選任することができる。 

オ．個別に代理権の授権がなければ，日常の家事に関する事項についても，夫婦の一方は，他の 

一方のために法律行為をすることはできない。 

  

１．ア イ  ２．ア ウ  ３．イ オ  ４．ウ エ  ５．エ オ 

MN0530 A 



https://youtu.be/NwveyB02YBI


 
 
 

H29-05 代理 
代理に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わせた 

ものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．代理人が自己又は第三者の利益を図るために契約をした場合において，それが代理人の権 

限内の行為であるときは，本人は，代理人の意図を知らなかったことについて相手方に過失 

があったとしても，その行為について責任を免れることができない。 

イ．第三者に対して他人に代理権を与えた旨を表示した者は，その他人に代理権が与えられて 

いないことをその第三者が知り，又は過失によって知らなかったことを主張立証すれば，そ 

の表示された代理権の範囲内においてされた行為について責任を免れる。 

ウ．権限外の行為の表見代理は，代理人として行為をした者が当該行為をするための権限を有 

すると相手方が信じたことにつき本人に過失がなかったときは成立しない。 

エ．代理権消滅後の表見代理は，相手方が代理人として行為をした者との間でその代理権の消 

滅前に取引をしたことがなかったときは成立しない。 

オ．相手方から履行の請求を受けた無権代理人は，表見代理が成立することを理由として無権 

代理人の責任を免れることはできない。 

  

１．ア イ  ２．ア エ  ３．イ オ  ４．ウ エ  ５．ウ オ 

MN0560 A 



 
 
 

H29-05 代理 
代理に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わせた 

ものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．代理人が自己又は第三者の利益を図るために契約をした場合において，それが代理人の権 

限内の行為であるときは，本人は，代理人の意図を知らなかったことについて相手方に過失 

があったとしても，その行為について責任を免れることができない。 

イ．第三者に対して他人に代理権を与えた旨を表示した者は，その他人に代理権が与えられて 

いないことをその第三者が知り，又は過失によって知らなかったことを主張立証すれば，そ 

の表示された代理権の範囲内においてされた行為について責任を免れる。 

ウ．権限外の行為の表見代理は，代理人として行為をした者が当該行為をするための権限を有 

すると相手方が信じたことにつき本人に過失がなかったときは成立しない。 

エ．代理権消滅後の表見代理は，相手方が代理人として行為をした者との間でその代理権の消 

滅前に取引をしたことがなかったときは成立しない。 

オ．相手方から履行の請求を受けた無権代理人は，表見代理が成立することを理由として無権 

代理人の責任を免れることはできない。 

  

１．ア イ  ２．ア エ  ３．イ オ  ４．ウ エ  ５．ウ オ 

MN0560 A 

https://youtu.be/aZR_quCfhEU


 
 
 

R02-04 無権代理 
Ａは，Ｂの代理人と称して，Ｃとの間でＢの所有する土地をＣに売却する旨の売買契約を締結 

したが，実際にはその契約を締結する代理権を有していなかった。この事例に関する次のアからオ 

までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み合わせたものは，後記１から５ま 

でのうちどれか。  

  

ア．ＡがＣに対する無権代理人の責任を負う場合，Ａは売買契約の履行をするか，又は損害賠 

償責任を負うかを自ら選択することができる。 

イ．Ｂが売買契約を追認した場合，ＡはＣに対する無権代理人の責任を負わない。 

ウ．代理権を有しないことを知らないことにつきＣに過失がある場合，Ａは，自己に代理権が 

ないことを知っていたときであっても，Ｃに対する無権代理人の責任を負わない。 

エ．売買契約の締結後にＡがＤと共にＢを相続した場合，Ｄの追認がない限り，Ａの相続分に 

相当する部分においても，売買契約は当然に有効となるものではない。 

オ．売買契約の締結後にＢがＡを単独で相続した場合，売買契約は当該相続により当然に有効 

となるものではない。 

  

１．ア イ  ２．ア ウ ３．イ エ  ４．ウ オ ５．エ オ 

MN0611 A 



https://youtu.be/YorxuDcUp1I


 
 
 

H30-05 追認 
追認に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み合わ 

せたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．無権代理行為について本人が追認を拒絶した後は，本人であっても追認によってその行為を 

有効とすることができない。 

イ．事実上の夫婦の一方が他方の意思に基づかないで婚姻届を作成して提出した場合において， 

当時両名に夫婦としての実質的生活関係が存在し，かつ，後に他方が届出の事実を知ってこれ 

を追認したときは，その婚姻は追認時から将来に向かって効力を生ずる。 

ウ．代理権を有しない者がした契約を本人が相手方に対して追認した場合であっても，契約の時 

においてその者が代理権を有しないことを相手方が知らなかったときは，相手方は契約を取り 

消すことができる。 

エ．親権者の代理行為が利益相反行為に当たる場合，本人は，成年に達すれば，追認することが 

できる。 

オ．養子縁組が法定代理人でない者の代諾によるために無効である場合であっても，養子本人は， 

縁組の承諾をすることができる満１５歳に達すれば，追認することができる。 

  

１．ア ウ  ２．ア オ  ３．イ ウ  ４．イ エ  ５．エ オ 

MN0650 A 



 
 
 

H30-05 追認 
追認に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み合わ 

せたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．無権代理行為について本人が追認を拒絶した後は，本人であっても追認によってその行為を 

有効とすることができない。 

イ．事実上の夫婦の一方が他方の意思に基づかないで婚姻届を作成して提出した場合において， 

当時両名に夫婦としての実質的生活関係が存在し，かつ，後に他方が届出の事実を知ってこれ 

を追認したときは，その婚姻は追認時から将来に向かって効力を生ずる。 

ウ．代理権を有しない者がした契約を本人が相手方に対して追認した場合であっても，契約の時 

においてその者が代理権を有しないことを相手方が知らなかったときは，相手方は契約を取り 

消すことができる。 

エ．親権者の代理行為が利益相反行為に当たる場合，本人は，成年に達すれば，追認することが 

できる。 

オ．養子縁組が法定代理人でない者の代諾によるために無効である場合であっても，養子本人は， 

縁組の承諾をすることができる満１５歳に達すれば，追認することができる。 

  

１．ア ウ  ２．ア オ  ３．イ ウ  ４．イ エ  ５．エ オ 

MN0650 A 

https://youtu.be/Y7R82TgRKLA


 
 
 

R01-04K 条件 
条件に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１から 

５までのうちどれか。 

  

ア．停止条件付法律行為は，当事者が条件が成就した場合の効果をその成就した時以前にさかの 

ぼらせる意思を表示したとしても，条件が成就した時からその効果が生ずる。 

イ．条件の成否が未定である間における当事者の権利義務は，一般の規定に従い，処分し，相続 

し，若しくは保存し，又はそのために担保を供することができる。 

ウ．不能の解除条件を付した法律行為は，無効となる。 

エ．条件が成就することによって不利益を受ける当事者が故意にその条件の成就を妨げたときは， 

相手方は，その条件が成就したものとみなすことができる。 

オ．停止条件付法律行為は，その条件が単に債務者の意思のみに係るときは，無条件となる。 

  

１．ア ウ  ２．ア エ  ３．イ エ  ４．イ オ  ５．ウ オ 

MN0660 A 



 
 
 

R01-04K 条件 
条件に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１から 

５までのうちどれか。 

  

ア．停止条件付法律行為は，当事者が条件が成就した場合の効果をその成就した時以前にさかの 

ぼらせる意思を表示したとしても，条件が成就した時からその効果が生ずる。 

イ．条件の成否が未定である間における当事者の権利義務は，一般の規定に従い，処分し，相続 

し，若しくは保存し，又はそのために担保を供することができる。 

ウ．不能の解除条件を付した法律行為は，無効となる。 

エ．条件が成就することによって不利益を受ける当事者が故意にその条件の成就を妨げたときは， 

相手方は，その条件が成就したものとみなすことができる。 

オ．停止条件付法律行為は，その条件が単に債務者の意思のみに係るときは，無条件となる。 

  

１．ア ウ  ２．ア エ  ３．イ エ  ４．イ オ  ５．ウ オ 

MN0660 A 

https://youtu.be/Vpwslp26XYM


 
 
 

H24-06K 条件及び期限、期間 
条件，期限及び期間の計算に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合 

わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．条件が成就しないことが法律行為の時に既に確定していた場合，その条件が解除条件である 

ときは無条件の法律行為となり，その条件が停止条件であるときは無効な法律行為となる。 

イ．不法な条件を付した法律行為は無効であるが，不法な行為をしないことを条件とする法律行 

為は有効である。 

ウ．条件の付された権利は，その条件の成否が未定である間は，相続することができない。 

エ．判例によれば，不法行為による損害の賠償を請求する債権の消滅時効の期間の計算について 

は，被害者が損害及び加害者を知った時が午前零時でない限り，初日は算入しない。 

オ．契約の一方当事者に債務不履行があった場合において，催告期間内に履行しなければ契約を 

解除する旨の意思表示を他方当事者がしたときは，その催告期間内に履行がなければ，改めて 

解除の意思表示をしなくても，解除の効果は発生する。 

  

１．ア イ  ２．ア オ  ３．イ ウ  ４．ウ エ  ５．エ オ 

MN0700 A 



https://youtu.be/3rVB2geqi0k


 
 
 

R01-05 取得時効 
取得時効に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み 

合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．時効期間中に建物が第三者の不法行為により一部損傷した場合の損害賠償請求権は，その建 

物の所有権を時効により取得した者に帰属する。 

イ．不動産の所有権を時効により取得した者は，時効完成後にその不動産を譲り受けた者に対し， 

登記をしなくてもその所有権の取得を対抗することができる。 

ウ．被相続人の占有により不動産の取得時効が完成した場合，その共同相続人の一人は，自己の 

相続分の限度においてのみ取得時効を援用することができる。 

エ．自己の所有物を占有する者は，その物について取得時効を援用することができない。 

オ．占有主体に変更があって承継された二個以上の占有が併せて主張される場合，占有者の善意 

無過失は，最初の占有者の占有開始時に判定される。 

  

１．ア ウ  ２．ア オ  ３．イ ウ  ４．イ エ ５．エ オ 

MN0740 A 



 
 
 

R01-05 取得時効 
取得時効に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み 

合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．時効期間中に建物が第三者の不法行為により一部損傷した場合の損害賠償請求権は，その建 

物の所有権を時効により取得した者に帰属する。 

イ．不動産の所有権を時効により取得した者は，時効完成後にその不動産を譲り受けた者に対し， 

登記をしなくてもその所有権の取得を対抗することができる。 

ウ．被相続人の占有により不動産の取得時効が完成した場合，その共同相続人の一人は，自己の 

相続分の限度においてのみ取得時効を援用することができる。 

エ．自己の所有物を占有する者は，その物について取得時効を援用することができない。 

オ．占有主体に変更があって承継された二個以上の占有が併せて主張される場合，占有者の善意 

無過失は，最初の占有者の占有開始時に判定される。 

  

１．ア ウ  ２．ア オ  ３．イ ウ  ４．イ エ ５．エ オ 

MN0740 A 

https://youtu.be/5e-H7ORCOBs


 
 
 

H28-05K 消滅時効 
時効の援用に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合 

わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．抵当不動産の第三取得者は，その抵当権の被担保債権の消滅時効を援用することができる。 

イ．先順位抵当権の被担保債権の消滅により後順位抵当権者に対する配当額が増加する場合，当 

該後順位抵当権者は，先順位抵当権の被担保債権の消滅時効を援用することができる。 

ウ．詐害行為の受益者は，詐害行為取消権を行使している債権者の被保全債権について，その消 

滅時効を援用することができない。 

エ．譲渡担保権者が被担保債権の弁済期後に譲渡担保の目的物を第三者に譲渡したときは，その 

第三者は譲渡担保権設定者が譲渡担保権者に対し有する清算金支払請求権の消滅時効を援用す 

ることができる。 

オ．建物の敷地所有権の帰属につき争いがある場合において，その敷地上の建物の賃借人は，建 

物の賃貸人が敷地所有権を時効取得しなければ建物賃借権を失うときは，建物の賃貸人による 

敷地所有権の取得時効を援用することができる。 

  

１．ア イ  ２．ア エ  ３．イ ウ  ４．ウ オ  ５．エ オ 

MN0790 A 



H28-05K 消滅時効 
時効の援用に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合

わせたものは，後記１から５までのうちどれか。

ア．抵当不動産の第三取得者は，その抵当権の被担保債権の消滅時効を援用することができる。

イ．先順位抵当権の被担保債権の消滅により後順位抵当権者に対する配当額が増加する場合，当

該後順位抵当権者は，先順位抵当権の被担保債権の消滅時効を援用することができる。

ウ．詐害行為の受益者は，詐害行為取消権を行使している債権者の被保全債権について，その消

滅時効を援用することができない。

エ．譲渡担保権者が被担保債権の弁済期後に譲渡担保の目的物を第三者に譲渡したときは，その

第三者は譲渡担保権設定者が譲渡担保権者に対し有する清算金支払請求権の消滅時効を援用す

ることができる。

オ．建物の敷地所有権の帰属につき争いがある場合において，その敷地上の建物の賃借人は，建

物の賃貸人が敷地所有権を時効取得しなければ建物賃借権を失うときは，建物の賃貸人による

敷地所有権の取得時効を援用することができる。

１．ア イ  ２．ア エ ３．イ ウ ４．ウ オ ５．エ オ

MN0790 A

〇

https://youtu.be/_O2004u2WUo


 
 
 

H30-06 消滅時効 
消滅時効の更新に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組 

み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．判決により確定した不法行為に基づく損害賠償請求権の消滅時効期間は１０年である。 

イ．訴訟上相殺の主張がされ，受働債権につき債務の承認がされたものと認められる場合におい 

て，その後相殺の主張が撤回されたときは，承認による時効更新の効力は失われる。（問改） 

ウ．一個の債権の数量的な一部についてのみ判決を求める旨を明示して訴えの提起があった場合， 

裁判上の請求による時効の完成猶予及び、更新の効力は，その一部の範囲においてのみ生じ， 

残部に及ばない。（問改） 

エ．不動産の仮差押えによる時効完成猶予の効力は，仮差押えの被保全債権について本案の勝訴 

判決が確定した時に消滅する。（問改） 

オ．目的物の引渡請求訴訟において留置権の抗弁を主張したときは，その被担保債権について裁 

判上の請求による時効の完成猶予及び更新の効力を生ずる。（問改） 

  

１．ア イ  ２．ア ウ  ３．イ エ  ４．ウ オ  ５．エ オ 

MN0830 B 



 
 
 

H30-06 消滅時効 
消滅時効の更新に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組 

み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．判決により確定した不法行為に基づく損害賠償請求権の消滅時効期間は１０年である。 

イ．訴訟上相殺の主張がされ，受働債権につき債務の承認がされたものと認められる場合におい 

て，その後相殺の主張が撤回されたときは，承認による時効更新の効力は失われる。（問改） 

ウ．一個の債権の数量的な一部についてのみ判決を求める旨を明示して訴えの提起があった場合， 

裁判上の請求による時効の完成猶予及び、更新の効力は，その一部の範囲においてのみ生じ， 

残部に及ばない。（問改） 

エ．不動産の仮差押えによる時効完成猶予の効力は，仮差押えの被保全債権について本案の勝訴 

判決が確定した時に消滅する。（問改） 

オ．目的物の引渡請求訴訟において留置権の抗弁を主張したときは，その被担保債権について裁 

判上の請求による時効の完成猶予及び更新の効力を生ずる。（問改） 

  

１．ア イ  ２．ア ウ  ３．イ エ  ４．ウ オ  ５．エ オ 

MN0830 B 

https://youtu.be/zs5YinTXyEY


 
 
 

H25-06 消滅時効 
消滅時効に関する次のアからエまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わ 

せたものは，後記１から６までのうちどれか。 

  

ア．他人の代理人として契約をした者が無権代理人であり，かつ，本人の追認を得ることができ 

なかった場合において，相手方の選択により無権代理人として履行に代わる損害賠償義務を負 

うときは，当該損害賠償義務は不法行為による損害賠償責任であるから，無権代理行為の時か 

ら３年の時効消滅にかかる。 

イ．債務者が消滅時効の完成後に債権者に対して債務を承認した場合において，その後さらに消 

滅時効の期間が経過したときは，債務者は，その完成した消滅時効を援用することができる。 

ウ．特定物売買の目的物が種類、品質に関して契約の内容に適合しない場合に，買主が売主に対し

て有する損害賠償請求 

権は，買主が契約不適合に気付かなくても，目的物が買主に引き渡された時から１０年の時効 

消滅にかかる。（問改） 

エ．不法行為に基づく損害賠償請求権の存在が訴訟上の和解によって確定され，その弁済期が和 

解の時から１年後とされた場合であっても，その請求権は，その和解が調書に記載された時か 

ら１０年の時効消滅にかかる。 

  

１．ア イ  ２．ア ウ  ３．ア エ  ４．イ ウ  ５．イ エ  ６．ウ エ 

MN0850 A 



https://youtu.be/OCPzvSYwYy0


 
 
 

R02-05K 消滅時効 
消滅時効に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後 

記１から５までのうちどれか。 

  

ア．債務不履行に基づく損害賠償請求権は，債権者が権利を行使することができることを知っ 

た時から５年間行使しない場合，時効によって消滅する。 

イ．詐欺を理由とする取消権は，その行為の時から５年間行使しない場合，時効によって消滅 

する。 

ウ．不法行為に基づく損害賠償請求権は，不法行為の時から２０年間行使しない場合，時効に 

よって消滅する。 

エ．１０年より短い時効期間の定めのある権利が確定判決によって確定した場合，その時効期 

間は，短い時効期間の定めによる。 

オ．定期金の債権は，債権者が定期金の債権から生ずる金銭その他の物の給付を目的とする各 

債権を行使することができることを知った時から１０年間行使しない場合，時効によって消 

滅する。 

  

１．ア ウ  ２．ア オ  ３．イ エ  ４．イ オ  ５．ウ エ 

MN0871 B 



https://youtu.be/RPSIshkmF7E


 
 
 

R03-05 債権の消滅時効 
債権の消滅時効に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組 

み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．催告によって時効の完成が猶予されている間に債権者が再度の催告をしたときは，再度の催 

告の時から６か月を経過するまでの間は，時効は完成しない。 

イ．時効の利益の放棄は債務者の意思表示のみにより効力を生じ，債権者の同意を要しない。 

ウ．裁判上の請求がされ，その後，その請求に係る訴訟が訴えの取下げによって終了したときは， 

その終了の時から６か月を経過するまでの間は，時効は完成しない。 

エ．消滅時効が完成した後に債務者が債務の承認をした場合において，その承認が時効完成の事 

実を知らずにされたものであるときは，債務者は，承認を撤回して時効を援用することができ 

る。 

オ．不動産の仮差押えがされたときは，その被保全債権の消滅時効は，その仮差押えの登記がさ 

れた時から新たにその進行を始める。 

  

１．ア イ  ２．ア オ  ３．イ ウ ４．ウ エ  ５．エ オ 

MN0872 B 



https://youtu.be/3Uph2MSBeDo

